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介護予防認知症対応型共同生活介護事業所 

認知症対応型共同生活介護事業所 

 グループホームウェルケアみどろ 運営規程 

 （目的） 

第１条 この規程は、社会福祉法人 喜久寿（以下「事業所」という。）が設置運営するグループホ

ームウェルケアみどろ（以下「事業所」という。）が行う介護予防認知症対応型共同生活介護事業・

認知症対応型共同生活介護事業（以下「事業」という。）に関して、人員及び管理運営について必

要な事項を定め、事業の適正な運営を図り、利用者に対して適正な介護予防認知症対応型共同生活

介護サービス・認知症対応型共同生活介護サービス（以下「介護サービス」という）を提供するこ

とを目的とする。 

  

（事業の目的） 

第２条 本事業は、要支援２または要介護状態であって認知症の状態にある者（当該認知症に伴って 

著しい精神症状を呈する者及び当該認知症に伴って著しい行動異常がある者並びにその者認知症

の原因となる疾患が急性の状態にある者を除く。以下同じ。）に対し、共同生活住居（介護保険法

に規定する共同生活を営むべき住居をいう。以下同じ。）において、家庭的な環境の下で入浴、排

泄、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者がその有する

能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように支援することを目的とする。 

  

（運営方針） 

第３条 本事業所において提供する介護サービスは、介護保険法並びに関係する厚生労働省令、告示 

の趣旨及び内容に沿ったものとする。 

２ 利用者の人格を尊重し、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めるとともに、利用者の 

心身の状態、本人や家族の意向を踏まえて個別の介護予防認知症対応型共同生活介護サービス計

画・認知症対応型共同生活介護サービス計画（以下「介護サービス計画」という。）を作成するこ

とにより、利用者が必要とする介護サービスを提供する。 

３ 事業は、利用者の認知症の症状の進行を緩和し、安心して日常生活を送ることができるよう、利 

用者の心身の状況を踏まえ妥当適切に行うこととする。 

４ 事業は、第 2 項に規定する介護サービス計画に基づき、漫然かつ画一的にならないよう配慮し

て行うものとする。 

５ 事業所の従事者は、利用者及びその家族に対し、介護サービスの内容及び提供方法についてわか 

りやすく説明する。 

６ 事業の介護サービスの提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護す 

るため緊急やむをえない場合を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限する行為を行わないもの

とする。 

７ 事業所は、自らその提供する介護サービスの質の評価を行い、常にその改善を図るものとする。 

 

（事業所の名称等） 
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第４条 事業を行う事業所の名称及び所在地は次のとおりとする。  

１ 名 称  グループホームウェルケアみどろ 

２ 所在地  松山市水泥町 132番地 1  

 

（従業者の職種、員数、職務内容） 

第５条 本事業所に勤務する従業者の職種、員数及び職務内容は以下のとおりとする。 

① 管理者（常勤）      １名 

従業者を指揮監督し、事業実施の管理及び運営にあたる。 

 ② 計画作成担当者（常勤）   １名（介護支援専門員） 

    計画作成担当者は、適切なサービスが提供されるよう介護サービス計画を作成するとともに連

携する介護老人福祉施設、病院、歯科医院等との連絡・調整を行う。 

③  介護従事者    １０名以上 

介護計画に基づき、利用者に対し必要な介護及び支援を行う。 

 

（利用者の定員） 

第６条 利用定員は、２ユニット 各９名とする。 

  

（介護サービスの内容） 

第７条 介護サービスの内容は次のとおりとする。 

①  介護は、利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立の支援と日常生活の充実に資するよう 

適切な技術をもって行うものとする。 

 ②  住居及び食事の提供を行い、利用者に対して食事、入浴、排泄等の援助を行う。 

 ③  利用者の食事その他の家事等は、原則として利用者と介護従事者が共同で行うよう努めるもの

とする。 

 ④  利用者の身体的、精神的な状況を的確に把握するよう努めるとともに、急変時、症状の変化に

応じて医療機関への受診を図るなど適切な対応を図るものとする。 

 ⑤  利用者が日常生活を営む上で必要な行政機関に対する手続きについて、その者又はその家族が

行うことが困難な場合は、その者又は家族の同意を得て代って行うものとする。 

 ⑥  グループホームの特性を活かした介護サービス計画を作成し、利用者が安心して生活を送れる

よう援助を行う。 

 ⑦  常に利用者と家族の連携を図るとともに、利用者とその家族並びに地域住民との交流の機会を

確保するよう努める。 

 ⑧  その他本事業として適当と思われるサービスの提供を行う。 

 

（利用料の受領） 

第８条 介護サービスを提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準によるものとし、

介護サービスが法定代理受領サービスであるときは、利用料のうち各利用者の負担割合に応じた額

とする。 

２ 前項のほか、以下に掲げる費用の額の支払いを利用者から受けるものとする。 
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① 居住費     ３７，０００円／月 

② 共益費      ５，０００円／月（消防設備点検費・浄化槽点検費・エレベーター 

                  点検費・エアコン清掃・床ワックス清掃）             

③ 水道光熱費   １５，０００円／月 

④ 食材費      １，２００円／日（おやつ代込み） 

⑤ その他日常生活に通常必要となる費用で利用者が負担することが適当と認められる費用は実

費とする。 

３ 月の中途における入居または退居については日割り計算とする。 

４ 利用料の支払いは、月ごとに発行する請求書に基づき、現金または銀行口座振込みによって 

 指定期日までに受けることとする。 

  

（入退居） 

第９条 介護サービスの対象者は、要支援２または要介護状態であって認知症の状態にあり、かつ次 

の各号を満たす者とする。 

① 少人数による共同生活を営むことに支障がないこと。 

② 自傷他害のおそれがないこと。 

③ 常時医療機関において治療をする必要がないこと。 

２ 入居に際しては、主治医の診断等により当該入居申し込み者が認知症の状態にあることを確認し 

なくてはならない。 

３ 入居に際しては、利用者又はその家族と事業所の間で入居契約を結ぶものとし、契約の際には原

則として利用者本人、身元引受人、事業所管理者の三者が同席し、契約書に署名捺印し、各々が１

通ずつ保管するものとする。 

４ 入居後、利用者の状態が変化し、下記等に該当した場合は、退居していただく場合がある。 

① ご利用者が死亡された場合  

② 要介護認定によりご利用者の心身の状況が自立または要支援１と判定された場合 

③ 入居契約が終了した場合 

④ 事業所が解散した場合、破産した場合またはやむを得ない事由によりホームを閉鎖した場合 

⑤ 事業所の滅失や重大な毀損により、ご利用者に対するサービスの提供が不可能になった場合 

⑥ 事業所が介護保険の指定を取り消された場合または指定を辞退した場合 

⑦ ご利用者から退居の申し出があった場合 

⑧ 事業者から退居の申し出を行った場合 

 

（秘密保持） 

第１０条 本事業所の従事者は、業務上知り得た利用者及びその家族の秘密の保持を厳守する。 

２ 本事業所の従事者であったものが、業務上知り得た利用者及びその家族の秘密を漏らすことの無

いよう必要な措置を講ずるものとする。 

 

（苦情処理） 
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第１１条 利用者からの苦情に対して、迅速かつ適切に対応するため、受付窓口の設置、担当者の配

置、事実関係の調査の実施、改善措置、利用者及び家族に対する説明、記録の整備等必要な措置を

講ずるものとする。 

  

（損害賠償） 

第１２条 利用者に対する介護サービスの提供にあたって、賠償すべき事故が発生した場合は、速や

かに損害賠償を行う。 

２ 前項の損害賠償のために、損害賠償責任保険に加入する。 

  

 （衛生管理等） 

第１３条 事業所は、利用者の使用する食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管

理に努め、又は衛生上必要な措置を講じるとともに、医薬品及び医療器具の管理を適正に行うもの

とする。 

２ 事業者は、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲げる措置を

講ずるものとする。 

① 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装

置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね六月に一回以上開催するとともに、

その結果について、従業者に周知徹底を図る。 

② 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。 

③ 事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期

的（年２回以上）に実施する。 

 

（緊急時に対する対応策） 

第１４条 利用者の心身の状態に異変その他緊急事態が生じた場合は、主治医または協力医療機関と 

連絡をとり、適切な措置を講ずるものとする。 

 

（非常災害対策） 

第１５条 非常災害（火災、地震、水害等）が発生した場合、従事者は利用者の避難、誘導等適切な

措置を講ずる。また、管理者は、日常的に具体的な対処方法、避難経路及び協力機関等との連携方

法を確認し、災害時には避難等の指揮をとる。 

２ 事業所は、前項に規定する訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努める。 

３ 非常災害対策計画を作成し、事業所内の見やすい場所に掲示する。 

  

（業務継続計画の策定等） 

第１６条 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定認知症対応型共同生

活介護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画

（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずるものと

する。 

２ 事業者は、従事者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期
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的に実施する 

３ 事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うもの

とする。 

 

（身体拘束の禁止） 

第１７条 事業所は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講ずるものとする。 

１ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。）を三月に一回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底

を図ること。 

２ 事業所における身体拘束防止のための指針を整備する。 

３ 事業所において、従事者に対し、身体拘束防止のための研修を定期的に実施する。 

４ 事業所は、身体拘束を行う場合には、各号の手続きにより行うものとする。 

 ① 身体拘束廃止委員会を設置する。 

 ② 「身体拘束に関する説明書・経過観察記録」に身体拘束等にかかる態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録する。 

③ 利用者又はその家族に説明し、その他方法がなかったか改善方法を検討する。 

 

（虐待の防止） 

第１８条 事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各項に掲げる措置を講ずるもの

とする。 

１ 事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこ

とができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、従事者に周知徹底を

図る。 

２ 事業所における虐待の防止のための指針を整備する。 

３ 事業所において、従事者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する。 

 

（勤務体制の確保等） 

第１９条 事業者は、利用者に対し適切な介護サービスを提供できるよう、事業所ごとに、従事者の

勤務の体制を定めておくものとする。 

２ 事業者は、事業所ごとに、当該事業所の従業者によって介護サービスを提供するものとする。 

３ 事業者は、従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確保しなければならない。その際、

事業者は、全ての従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、介護保険法第八条第

二項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知

症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講ずるものとする。 

４ 事業者は、適切な介護サービスの提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又

は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者

の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講ずるものとする。 
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（その他運営についての重要事項） 

第２０条 従事者の質の向上を図るため、次のとおり研修の機会を設ける。 

①採用時研修        採用後１ヶ月以内 

②経験に応じた研修     随時 

２ 事業所はこの事業を行うため、ケース記録、利用者負担金収納簿、その他必要な記録、帳簿を整

備する。 

３ 事業者は、利用者に対する介護サービスの提供に関する諸記録を整備し、その完結の日から５年

間保存する。 

４ この規程に定める事項の他、運営に関する重要事項は、事業者と事業所の管理者との協議に基づ

いて定めるものとする。 

  

附 則 

    この規程は、平成 16年 1月１日から施行する。 

附 則 

    この規程は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則 

    この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

    この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

    この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

    この規程は、平成２７年８月１日から施行する。 

附 則 

    この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

    この規程は、平成３０年５月２９日から施行する。 

附 則 

    この規程は、令和３年４月１２日から施行する。 

附 則 

    この規程は、令和４年 5月１日から施行する。 

 

 


